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要旨：本研究は、教員免許更新制の発展的解消や研修登録・研修履歴の一元化が進

み、「新たな教師の学びの姿」の実現が求められる中、自己申告面談における

校長の指導・助言が教員の学びをいかに促進するかを明らかにすることを目

的とした。先行研究は成人学習論や教員育成指標の意義を示す一方、面談場面

での校長の具体的働きかけが教員の学びに与える影響に関する実証的知見は

十分でない。そこで、東京都内の公立小学校・義務教育学校、国立大学附属中

学校で校長・教員に半構造化インタビューを実施し、SCAT（大谷 2019）で分

析、ノールズの成人学習論で整理した。結果、①「東京都教員育成指標」・研

修シート等による対話の共通基盤の構築、②キャリア情報提供等による自己

主導性支援、③役割付与と心理的安全性の確保を通じた経験活用と動機付け

重視、が共通して見いだされた。以上を踏まえ、「対話の準備」「自己主導性支

援」「動機付け」からなる校長の対話における働きかけモデルを提案する。 
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教員の学びを促進する校長の指導・助言の在り方についての一考察 

－自己申告面談における対話に着目して－ 

伊藤 進 

１． 研究の目的 

教員免許更新制の発展的解消、教員育成指標の策定、研修登録・研修履歴の一元化が進

み、管理職と教員が対話を通じて研修ニーズを把握し、受講を奨励することが求められる

ようになった。学校現場において教員育成指標の周知・理解を更に進め、対話に基づく受

講奨励が具体的にどのように実践され、教員の学びにどのような影響を及ぼし得るかにつ

いて明らかにすることは教員育成にとって不可欠である。そこで本研究は、教員の学びを

促進する校長の指導・助言の在り方を、自己申告面談における対話に着目して考察し、人

材育成を牽引する校長の指導・助言の実態を明らかにする。なお本研究では、教員の学び

を「OJT、Off-JT、自己啓発（SD）に取り組み、自身の行動等を変容させていくこと」と捉

える。 

２． 研究の方法 

理論研究 調査研究 分析 まとめ 

・成人学習 

・教員育成指標の活用 

・校長による人材育成に 

ついての先行研究 

・校長・教員への半構造 

化インタビュー調査 

・校長の指導・助言の共 

通性（SCAT 分析） 

・教員の意識や行動の変 

容（SCAT 分析） 

・考察 

・指導・助言モデル提案 

・成果と課題 

３． 研究の成果 

３－１ 先行研究 

本研究は、（１）教員の学び、（２）成人特有の学び、（３）教員育成指標の活用、（４）

校長による人材育成に関する先行研究に基づいている。これらから次の３点の示唆を得た。

第１に、教員が成人学習者として自己主導的に学びを進めるためには、学校組織の環境整

備や校長等によるフィードバックが不可欠であること。第２に、校長は教員が自らの学び

を設計できるよう対話的に支援する役割を担うこと。第３に、教員育成指標を対話の共通

言語として活用することである。これらを踏まえ、本研究では自己申告面談を「学びを促

す対話の機会」と位置付けて検討した。 

３－２ 調査研究 

 研究協力校の校長に対して、（１）教員の学びをどのように促しているか、（２）教員と

どのような対話を行うか、（３）自己申告面談における「東京都教員育成指標」の活用のポ

イント等について尋ねた。教員に対しては、（１）自己申告面談で大切にしていること、（２）

「東京都教員育成指標」の活用、（３）対話による自身の学びの変化等について尋ねた。語

られたテクストを SCAT で分析し、校長の働きかけを成人学習論の枠組みに対応付けて整

理した。 

調査分析結果から、自己申告面談における校長の働きかけは次の３点に整理できる。 

第１に自己主導性、特にキャリアアップにおける自己主導性を確保する助言である。管

理職がキャリアアップを誘導するのではなく、教員が自律的にキャリアアップを希望する

際に、受容したり、必要な情報を提供したりする行動が見られた。 

 第２に、教員の経験と動機付けを重視した働きかけである。若手教員、ベテラン教員そ



れぞれの経験を踏まえた役割付与が、有能感を刺激し、内発的動機付けを高めていた。 

 第３に、教員の学びへのレディネス（学びに向かう準備性）に関する働きかけである。

管理職と教員との間で、対話の共通の基盤が構築されていた。本調査では「東京都教員育

成指標」と研修シートがツールとして使用され、教員の資質・能力を客観的に把握するこ

と、受講する研修を可視化することが可能になっていた。 

４． 研究のまとめと課題 

 本研究で明らかになった校長の働きかけとして、３校に共通して「対話の基盤整備」「自

己主導性支援」「動機付けの工夫」が見られた。一方で、組織文化や特徴的な取組には違い

も認められた。したがって、自己申告面談や対話による受講奨励を通じて人材育成を図る

学校現場において、成人学習論に合致する働きかけが有効であると考えられるが、実践の

重点や工夫は各校の文化や校長のリーダーシップによって異なる可能性も示唆された。 

 本研究には、３点の限界がある。第１に、サンプル数が限定的であるため、結果の一般

化には慎重な解釈が求められる。第２に、研修受講奨励をほとんど行っていない学校や教

員のデータを比較対象としていないことから、研修受講奨励の有無や質の違いが教員の学

びに与える影響を直接的に検証したものではない。第３に、研修意欲のない教員に対する

働きかけの在り方については、本研究からは十分に明らかにできなかった点も課題である。 

５． 成果の活用法 

 本研究で提示した「教員の学びを促進する校長の働きかけモデル」（図１）は成人学習論

の知見と、実際の学校現場における校長の実践を統合したものである。多忙な教育現場に

おいて効果的・効率的に面談等の対話を行う際の一つの方向性となると考えられる。ただ

し、本モデルは３校の事例に基づく仮説的提案であり、今後は多様な学校種等での検証が

必要である。また、「対話の場面におけるチェックリスト」（表１）は、対話における具体

的な行動を示す実践ツールとして位置付けたものである。文部科学省のモデル（図２）を

補完する具体的な行動として、教員育成指標や研修履歴と併用することで、教員の学びを

促進することが期待できる。 

表１ 対話の場面におけるチェックリスト（出典：筆者作成） 

対話の準備 

□「東京都教員育成指標」を用いてギャップを確認 

□学習契約として研修シートの使用 

□時間的余裕の創出 

自己主導性 

の支援 

□キャリアに関する情報提供（今後の見通しの提示） 

□研修に関する情報提供（学習リソースの提示） 

□教員の自律的選択を否定しない対話 

動機付け 

□キャリアアップの支援 

□意欲喚起（ピアコーチング、成果発表） 

□役割や責任の付与（校内研修、若手育成、様々な学びの機会 等） 

対話の準備 

自己主導性の支援 

動機付け 

教員の行動変容 

図１ 教員の学びを促進する校長の働きかけモデル（概念図）（出典：筆者作成） 
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